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1 はじめに 

 東欧の移行経済諸国は，2004年 5 月に EU に正

式加盟した。移行期を終了したと見なされるこれ

らの諸国がいかなるタイプの資本主義になってき

ているのか。本稿の狙いはこれらの移行経済諸国

を類型的に把握することにある。その考察の際ポ

イントとなるのは，東欧諸国の類型的特徴の形成

にたいして EU 加盟（地域統合への参加）やある

いは他の国際経済的要因がどのようにかかわって

いるのか，である。このように問題提起された課

題に接近するためには，もちろん，移行経済が着

地しようとしている資本主義自体の類型的把握の

基礎となる理論が必要となる。これは資本主義の

多様性に関する研究と繋がる。 

 冷戦下では，伝統的社会主義理論により社会主

義の多様性が否認されたように，資本主義のさま

ざまなあり方は主要なテーマとされなかった。そ

れまで議論されてきたのは，資本主義の発展段階

的差異や資本主義への道の各国の特殊性であった。

これに対してポスト冷戦期になると，あらためて

資本主義は同一空間における多様性が経済研究の

中心的論点になってきている（Coates, 2002）。そ

れは社会主義への未来的展望が閉ざされた理論的

地点から将来の選択肢に向けて発せられている，

極めて重大な現代的テーマである。そこには 2 つ
の潮流が存在しているように思われる。ひとつは，

ワシントンコンセンサスの限界を自己認識して経

済成長全般を比較する理論的枠組みを提供しよう

とする新制度学派的潮流である。これに対して新

古典派や新制度学派の枠組みを超えてグローバリ

ゼーションによる画一化に抵抗しようとするもの

がもう 1 つの潮流である（上原，2005，第Ⅱ部参

照）。 

 その検討は以下の順序で行われる。第 2 節で，

資本主義の多様性に関する現在の諸研究をサーベ

イし，その問題点を探る。第 3 節では，コンフィ

ギュレーション理論の骨格を紹介し，移行の国際

政治経済分析を行う。第 4 節では，移行のなかで

労働過程・労働市場のミクロ世界がどのような特

徴を生み出しているのかを明らかにする。続いて

第5節では，ハンガリーにおいて労働を巡りどのよ

うなマクロ相互関係の特徴が生まれてきているの

か，が検出される。そして第6節では，東欧資本主

義は「三者協議型」として類型化できるのではな

いかという仮説が提起される。 

2 資本主義の多様性についての研究とその 

  問題点 

 資本主義の多様性論は，上述したように，2つの
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潮流が存在する。後者の流れに属する R・フィト

レイによれば，資本主義の顕著な構造の相違では

市場経済説，生産の社会的システム説，ビジネス・

システム説が注目される（Whitley, 2002）。 

 市場経済説では，ハールとソスキス（Hall and 
Soskice, 2001）は制度と行為者との関係に企業の

戦略的ゲームを統合することで 2 つのタイプの資

本主義（リベラルな市場経済と調整された市場経

済）を大別する。同じく比較制度分析では，組織

や国家を制度のなかに解消・溶解させて，その制

度をあれこれの戦略の組合せの自生的秩序＝均衡

として理解する。あるいは経済主体が徐々に模

索・進化していく安定的な経済均衡として理解し

ている。そしてゲーム理論によるナッシュ均衡が

複数存在することにより，原理的に資本主義の複

数性が根拠づけられる（青木・奥野，1996，青木，

2001）。 

 生産の社会的システム説では，特定の制度的コ

ンテキストのなかにおける経済調整のあり方の相

違に注目する（クラウチ/ストリーク，2001）。そ

れは特定の社会制度（非資本主義）の形成が特定

の経済調整メカニズムの発展と再生産を奨励し，

それが特定の経済ロジック＝資本主義の多様性を

生み出す。これに対して，その潮流の代表的研究

グループであるレギュラシオン学派（ボワイエ，

2004）は，政治（国家）と経済との相互関係を注

目し，資本主義の多様性を制度化された妥協とし

て重視し，4 大調整原理（国家，企業，市場，市

民社会）の組合せ表現として資本主義の多様性を

分析する。 

 比較ビジネス・システム論（Whitley, 1999）は，

一方では生産の社会システム説と多くを共有して

いるが，他方ではその社会システムの一貫性と統

合の程度の相違およびその変化を生み出すものを

ビジネス・システムの中に求めている。ビジネス・

システムとは伝統的経営学的な企業システムの枠

を超え，調整と統御のシステムとして見なされ，

経済活動の所有的調整と提携的統合の 2 つの局面

で押えられている。 

 ところで，もう 1 つの潮流であるポスト・ワシ

ントン・コンセンサス組はスティグリッツやシメ

オン・ジャンコフらに代表される。後者のジャン

コフは「新しい比較経済論」を挑戦的に提唱して

いる（Djankov, et. al., 2003）。それによると，資本

主義の多様性を生み出す要因は2つに分けられる。

第 1 は，ある一国社会が蓄積している市民資本（構

成員の間での協力を達成する可能性・能力であり，

社会関係資本を拡張したもの）の多寡である。第 
2 は，原点に対して凹型の制度可能曲線の考察か

ら導き出される。この曲線上では，無秩序

（disorder）の費用と独裁（dictatorship）の費用とは

トレードオフ関係になる。一定の市民資本を前提

とすると，選択されるのは制度可能曲線上にある

民間秩序形成（市場規律），民間訴訟（独立の裁判），

規制国家，国家所有の 4 つの制度的調整手段とな

るが，そのうち費用最小限の手段が選択される。

ここから，市民資本の多寡と，4 つの制度的調整

手段のうち費用最小限となる手段の選択というこ

とのなかで，ある資本主義の多様性やその変化，制

度移植の可能性そしてその最適解が導き出される。 

 以上の諸潮流はどの点で資本主義の多様性の解

明で前進し，どの点で問題点をかかえているので

あろうか。前3者の潮流は，出発点は相違していて

も，いずれもマクロ―ミクロの接合のなかに多様

性の解を探ろうとしている。最後の第 4 の潮流は

新自由主義的制度可能曲線（凸型制度可能曲線）

からの離脱には成功しているが， 4 つの制度的調

整手段をひとつの制度可能曲線に単純に集約する

のは無理がある。現実はいくつかの制度的調整手

段の組合せである。それでは前 3 者の説明原理を

越えることは出来ていないだろう。しかし，いず

れの議論も，さまざまな資本主義が世界経済の覇

権構造と国際分業の双方のなかで占める位置とそ

の変化に多様性の一方の源泉があることを十全に

取り込んでいない点では共通している。 

3 コンフィギュレーション理論の骨格と 

  移行の国際政治経済分析 

 国際的要因の軽視という批判的視点は重要であ

る（ストレンジ，2001）。グローバリゼーションの

なかでそれを体内に取り込みながら東欧の体制転

換は展開していったからである。だから，体制転

換（の多様性）を研究するには研究方法のパラダ

イム・シフトが必要である。そのシフトの中軸は

比較経済システム分析と国際政治経済分析を総合

する理論的枠組み（プラットフォーム）を構築す
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ることである。その理論的枠組みとして提起した

のがコンフィギュレーション理論である。そのコ

ンフィギュレーション理論とは，図-1 にあるよう

に，以下の点に要約される。 

 第 1 に，分析装置として国家―企業―社会諸団

体―個人の 4 つの主体が相互に結びつく三角錐型

の一国的な構造が想定される。それはそれより下

位の，フラクタルな構造をもつローカルなレベル，

国内的な地域レベルおよびそれより上位の国際的

リージョン・レベル，グローバルなレベルと入れ

子状態を形成している（多層的な立体相互配置構

図：コンフィギュレーション）。それぞれのレベル

で 4 つの主体が形成する三角錐の 4 つの側面は，

市場局面，管理局面，市民社会局面，安全局面を

表す活動の場を形成している。グローバルなレベ

ルでは覇権国家が生産，金融，知識，安全のルー

ルを統括して，埋め込む。これにたいして一国内

のレベルでは，（国民）国家がその社会を統括し，

権力と権威を担う。この枠組みの中では各国の社

会経済の類型化は，正三角錐からの変形として観

念される。国家社会主義では社会的諸団体が国家

―企業―個人のラインに吸収されていた。それぞ

れの主体の成長，発展は各経済社会によって異な

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 2 に，各水準の 4 つの主体的行為者の関係的

プロセスは，広義の意味での調整（coordination）
によって表現される。調整とは諸主体間のミク

ロ・メカニズムであり，官僚的調整，市場競争的

調整，倫理的調整，攻撃的調整の 4 つに大別され

る。歴史的・現実的には単純な調整方法が積み重

なり，より複雑な，無数の結合・混合形態，進化

形態，移行形態が存在するようになる。ひとつの

主体がひとつの調整メカニズムしかもっていない

とか，一国内のマクロ経済が 1 つの調整方式で作

動していると想定できないだろう。異なる空間レ

ベル，異なる時間的尺度では異なる調整方式ある

いはその組合せが優勢的になる（混合性原理と優

越の原理）。どの原理に近い調整様式が典型的とな

るのかは，生産力の発展段階と，個人＝人間の再

生産のあり方とに関連するが，理論的推論それ自

身からは導きだせない。 

 第 3 に，行為者の自律的主体性を論理的に保障

しながら（自律的エージェント論），同時に体制転

換を説明するのには，異なるノルム，文化，行動

習性を持つ行為者の緊密な相互作用と世界を解釈

する「内部モデル」および日々の再生産のなかで

いくつかの遺産の断片を（全く）新しい方法で創

造的に再結合し，そのことで制度の進化的変化を

行うというブリコラージュ的手法（混合や再結合）

が必要である。この点から東欧諸国の体制転換を

観察するとき，「内部モデル」の一国内的経済環境

だけでなく，それを取り巻く外部環境として地域

統合体としての EU や FDI，多国籍企業が存在し

ていることは重要な意味を持っている。東欧の類

型化について論考する場合，ブリコラージュの材

料となる旧体制の諸制度，諸行動様式と同時に地

域的覇権のあり方，EU や FDI，多国籍企業の浸透

を検討の対象に入れて考察しなければならない。 

 では，このコンフィギュレーション理論に基づ

いて，従来の諸説では軽視されてきた国際経済的

側面はどのように分析されているのだろうか。EU
加盟と多国籍企業がマクロ的な調整をいかに生み

出し，影響を与えてきたのか，いかに調整されて

きたのか，についてのみ考察していこう。 

 第 1 に，EU 加盟の前進が移行にいかに影響を

与えてきたのか。その点を測定することは困難で

あるが，東欧を 3 つの集団に（EU 加盟候補の第 1 

図-1 経済システムの立体的相互配置 
   （コンフィギュレーション）図 

出所：田中宏（2005）p.12 
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陣諸国，第 2 陣諸国，非加盟候補国）分けて比較

考査すると，EU サミットの決定が市場制度改革

の前進を引き出すことに成功してきた（EBRD，

2001，p.25）。EU 加盟候補国は加盟が遅れるので

その改革実施の遅延を避けようして加盟準備が候

補国の行動を拘束するように作用するからである

(Piazolo,2000)。EU は移行経済諸国にとって常に

システム選択の基準となっている（MacDowell and 
Thom,1999）。加盟交渉を巡ってアキ・コミュノテ

ールの導入は EU の諸制度の埋め込みとなってい

る（田中,2005,第 5 章参照）。 

 第 2 に，直接投資と多国籍企業の移行経済シス

テムに対する影響では以下の通りである。つまり，

東西欧州に跨り，国境を超えて出現しつつあるト

ランスナショナルな歴史的空間が東欧諸国に経済

自由化を優先とする，よりリベラルな体制転換路

線を歩ませることを誘発したが，他方では，分析

対象（ハンガリーにおける銀行，電力，電気通信

セクターのみ）は限定されているが，多国籍企業

の東欧の現地での活動が各国の規制基準を実質的

に EU 基準へ引き上げ，それが EU との制度的な

収斂（アキ・コミュノテールの適用）をもたらし

ている(Akbar,2003)。 

 移行期（特にハンガリー）における対外的マク

ロ経済は，多国籍企業を念頭に置いた輸出指向型

の経済政策によって調整され，一方では，国有企

業の民営化に向かう直接投資によって調整された。

貿易構造と産業構造の転換と調整も多国籍企業が

推進してきた。資本市場の未成熟のなかで国家主

導型でも国内銀行主導型でもなく，外銀により金

融調整が行われ，多国籍企業が産業構造高度化と

イノヴェーション，資本蓄積を担ってきた。民営

化は自生的な下からの民営化でも，国家の重要な

役割を残す上からの民営化でもない，多国籍企業

のネットワークにぶら下がる横への民営化であっ

た。その結果，マクロ的には 2 つの異なるタイプ

の調整の競争関係（二重経済―二重社会）が存在

している（田中，2005，第 6 ～ 8 章）。 

4 労働過程・労働市場のミクロ世界 

  ～～ネオ・フォーディズムの出現～～ 

 前節では，EU 加盟と直接投資・多国籍企業が

東欧の移行経済の特徴形成に内在的な影響を及ぼ

してきたことを確認してきたが，ここでは労働市

場と労働過程はいかに組織化され，調整されてき

ているのか，を考察することに的を絞ろう。なぜ

類型論で取り上げるのが労働なのか。それは財・

商品と違って労働力の市場化には重層的・多面的

制度化が不可欠となるからである。ここでは，コ

ンフィギュレーション上の4つの行為的主体が，労

働過程と労働市場を巡って，いかに結合し，いか

なる形状の三角錐を形成し，そのなかで官僚的調

整，市場競争的調整，倫理的調整，攻撃的調整の 
4 つタイプの調整がいかに積み重なり融合し，よ

り複雑・複合的で進化した形態になっているのか，

を観察しよう。最初にハンガリーの労働過程・労

働市場の形成を観察して（田中，2005，第10章），

その次に，それを東欧全体に拡張していく。 

 最初はハンガリーである。その体制転換と民営

化の過程は，どれか 1 つのタイプの経営システム

に収斂していく方向にはなかった。では，労働過

程・労働市場ではどのように調整が進行してきた

のか。（1）国家社会主義体制における工場内では

労働者の「日々の権力」が発生し，経済権力を確

立することが出来なかった経営者が体制転換のな

かで労働にたいする経済権力を確立することがで

きた（90年代半ばでの管理者資本主義の誕生）。（2）

労働市場の機能化は大量の社会経済的弱者を労働

市場から排出すること（経済的非活動人口化）に

よって支えられ，同時に長期コア失業者，地域間

の労働力の非移動性によって特徴づけられている。

（3）自己雇用が失業対応と企業家養成の重要な役

割をはたしている。（4）多様な雇用形態の顕著な

出現ではなく，労働時間の弾力的利用がハンガリ

ー的特質として労働市場諸制度の形成過程から自

生的に生み出されてきている。（5）移行期におい

てミクロレベルでの経営者にたいする労働者の個

人個別交渉力は，前経済システムから生み出され

た「日々の権力」が移行経済の不確実性と不安定

性の中から部分的に継承されることによって姿を

変えた可能性が高い（田中，2005，pp237-241）。 

 最後の点（5）について，チャバ・マコーは最近

の調査から非常に興味深い結果を導きだしている。

それによれば，ハンガリーの労働現場の移行には 
2 つの要因が合流している。 1 つの要因は旧社会

主義時代のいわば自生的な組織生産方式のイノベ
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ーションである企業内経済労働共同体（VGMK）

の歴史的遺産である。それは，技能専門的な社会

文化的学習能力を形成し，それが，労働現場の職

場での部分的労働者参加を基礎にした協力を移行

期，民営化，外資支配の企業でも継続させている。

これは上記の「日々の権力」に関連する。職場で

の協力という点では，中東欧諸国間には明確に違

いがあり，ポーランド，チェコ，スロヴァキアで

は協力が重視されず（開放型対抗），反対にハンガ

リー，ブルガリアでは協力型と特徴づけることが

できる（Makó，2003，p.13）。 

 もう 1 つの要因である多国籍企業と FDIの方は，

ハンガリーに労働過程の新しい組織的イノヴェー

ションをもたらし，それがベンチマークの役割を

果たして，ハンガリー企業が学習する過程が開始

されているが，他方では，その過程のなかで，80

年代に発生したような自生的な労働過程の組織的

イノヴェーションが起きているわけではない。確

かに，新しいさまざまな管理手法が導入され，そ

の点ではハンガリー系企業と外資系企業の間に違

いがあるが，その違いのなかで，職場における協

力の形態の普及（グループ・ワークやコスト・セ

ンター方式の導入）は共通する。この共通性は一

方では旧体制下での企業内協力の制度的遺産とし

て理解できるが，他方ではグローバルな競争のな

かでの輸出指向型経済とその企業の特徴としてよ

り協力的な労働過程を構築する必要性に迫られた

結果でもあった。西欧資本主義が追求しているポ

スト・フォーディズムではなくネオ・フォーディ

ズム的生産方法への移行が観察される。興味深い

ことに，ハンガリーと異なって開放型対抗的労使

関係を特徴としていたチェコやポーランドにおい

ても（スロヴァキアは異なる），労働過程の「非集

中化」が進み，ブルーカラー労働者の品質管理（あ

るいは仕事場の計画化やメインテナンス，品質保

証）に再統合される過程が進んでいる。ここから

東欧でネオ・フォーディズムの出現をマコーは予

測している（Makó,2005）。 

5 ハンガリーにおける労働を巡るマクロ 

  相互関係の特徴 

 以上，東欧の労働現場，ミクロの世界で何が進

行してきたのかを観察してきたが，次に国家―企

業―社会諸団体―個人の 4 つの主体が相互関連す

る世界に移っていこう。 

 第 1 に，ハンガリーの労働市場の形成では，IMF
世銀のネオリベラルな狭隘な移行政策を超えて

EUの市場経済モデルとその諸規則が導入された。

その代表的なコーポラティズムは1988年末に設立

された全国利害調停協議会（Interest Reconciliation 
Council）であり，政府―労働組合―使用者側の 3 
者交渉が賃金政策について開始されたが，その影

響力はマージナルなものに留まり，企業によるデ

ファクトな賃金決定が進行していった。全国利害

調停協議会は政権毎に名称と権限を変更していく

が，それは三者協議システムの影響力の削減，空

洞化，廃止の方向に動いた。1999年にはオルバー

ン Fidesz 政権下で完全に廃止され，その後社会党

政権の下で再建された。 

 第 2 に，労働市場における国家の役割について

は，経済における国家セクターの比重は民営化の

なかで縮小したが，雇用に占める国家セクターの

比重は1996－1999年でさえ40％のシェアを占めて

いる最大の使用者である。雇用政策については資

本主義では失業は当然とされ，市場が雇用を生み

出すことが前提にされ，直接の雇用創出ではなく

間接的な経済諸政策に任されていた。オルバーン

Fidesz 政権の 2 年目，2000年になってはじめてネ

オケインジアン的政策がとられた。労働力政策は，

80年代初めからの雇用創出政策が体制転換のなか

で失業者の所得保障政策へとシフトする（89年失

業手当創設，91年雇用法成立）。この消極的労働力

政策は，その後幾度か修正され，支給条件は財政

状況と失業状況を考慮して，より厳格になってい

った。長期失業者の存在が顕著になるにつれてワ

ークフェアと雇用能力が強調されるようになった。

積極的労働力政策プログラムは三者協議システム

の枠内で計画・実施されたが，受益者は全労働者

のわずか 2 ％に過ぎなかった。 

 第 3 に，労働立法については1992年に労働法典

（Labour Code）が本格的に修正された。修正点は

国家セクターへの団体交渉権の付与，使用者多団

体との集団交渉の様式の導入，全国レベルでの三

者協議システムの導入であり，狙いは労働組合の

ない小企業まで集団交渉の範囲を拡大し，長期間

の労使関係の危機に対応し，新しい社会経済体制
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に適した労使関係システムを構築することにあっ

た。これは最低賃金制，諸労働規則，労働時間諸

規制，諸休暇，解雇と雇用者保護，政府の影響力

範囲を決定しながら，実際の雇用諸条件を決定す

るのは個人と集団の契約パートナーに任されると

いう特徴をもつものであった。被雇用者＝労働者

の利害を代表する労働組合は弱体であり，新たに

導入されたドイツ流の工場評議会は企業内では諮

問的なマイナーな役割しか果たしていない。使用

者多団体との集団交渉はほとんど発展していない。

労働法典は個人の雇用関係については最低限基準

しか規定しておらず，これが使用者企業側に雇用

の弾力性をもたらしている（特に労働時間の弾力

性について）。 

 第 4 に，実際の集団交渉については企業レベル

への分権化がなされており，カバーする労働者は

全体の42％にしか過ぎない。その数値は90年代を

通じてほぼ不変であり，しかし交渉協定の中身で

は約 3 分の 1 が賃金諸支払いの諸規定がなく，そ

れ以外の労使関係の諸規則について法律以上の個

別の諸規定があるのは45％にすぎない（Neumann 
László,2000）。 

 ハンガリーの賃金決定システムだけに的を絞っ

たコルタイ（Koltay，2002）はハンガリーの労働

市場の特殊性を「コーポラティズムとパターナリ

ズムの兆候をもった分権化された賃金決定」と名

づけている。それが意味するのは，マクロのレベ

ルでの最低賃金等，雇用諸規則の最低限の決定と，

ミクロのレベルでの交渉を含んだ使用者側による

市場ベースの賃金，雇用ルールの決定との結合

（mix）である。 

6 東欧では「三者協議型」資本主義の 

  誕生か？ 

 前節の検討はハンガリーに限定されているの

で，東欧全体の類型論的特徴の検出までには至っ

ていない。その限界を克服するためにエレン・イ

アンコヴァ（Iankova,2002）の研究を取り上げよ

う。その研究は，民主化，企業と銀行，あるいは

私的所有と公的所有の比率，市場の特定の型等で

移行経済諸国の類型化を考察することを拒否して

いる。では何を重要視しているのか。それが強調

しているのは，国家と労働者団体，誕生しつつあ

るビジネスとの相互関係・相互作用の新しい役割

である。この視角は，国家―企業（資本）－社会

団体（労働組合全国，ビジネス全国組織）の関係

及びそれと市民社会＜個人―企業―社会団体（労

働組合全国，ビジネス全国組織)＞との関係がどの

ように構築されているのかという，コンフィギュ

レーション理論の課題設定と接近している。 

 イアンコヴァによれば，この点で世界には 3 つ
の類型がすでに存在する（西欧のコーポラティズ

ム，米国流のネオリベラリズム，アジア／日本的

な国家主義的資本主義）。その具体的分析はブルガ

リアとポーランドに限定され，検討の焦点は西欧

のコーポラティスト型資本主義との類似性と相違

点という点に絞られている。 

 移行の初期に，東欧の移行諸国では，コーポラ

ティストに類似する制度（corporatist-like-institutions）
が導入された結果，「社会的パートナーシップ」に

基づく三者協議主義（tripartism）がすべての移行

諸国に出現した。しかし，この東欧に導入された

制度をコーポラティズムと特徴づけるのには，特

に初期の自由化，リベラル指向の移行政策と関連

して，異論がある 1）。イアンコヴァによれば，こ

の三者協議制的調整（tripartite coordination，より

簡潔には三者協議主義 tripartism）は新しい資本

主義として誕生しつつある 2）。それは西欧型のコ

ーポラティズムへの移行形態でもまた未成熟形態

でもない，独自性をもつ。 

 では，その独自性とはなにか。第 1 に，西欧型

は包括的システムとして誕生したのにたいして，

東欧のそれは移行期の不確実性と社会的平静，一

時的安全弁として生まれ，同時に協議と調整の対

象も限定された（民営化，財政問題，市場経済化

は協議対象から排除）。何よりもその目的は転換期

のなかで社会和平を達成し，それに追加して労働

側とビジネス側をマクロ経済政策に包摂すること

であった。だが，労働者や市民の肩に負荷された

移行と危機の負担を十分に軽減するのに成功しな

かった。反対に，移行の中心的課題である私的所

有と市場と賃金労働を誕生させることの必要性が

そこに反映され，社会経済的リストラの推進を保

障していった。この点は西欧型と決定的に違う。

また，ストライキ等によるバーゲンではなくて政

治的ネゴシエーションを主要な特徴とした。 
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 第 2 に，三者協議主義の主体は，労働とビジネ

スの古典的な利益代表だけではなかった。使用

者・企業側が十分に組織されず，統一性をもって

いない。労働側も分裂，弱体化している。そのか

わり，国家が一方では最大の雇用者として登場し，

他方では政策決定者として主役的位置を占めてい

る。また，労働と資本の弱さに代替する者として，

政治勢力としての青年組織，宗教団体，社会運動，

非政府組織が市民的編成として参加した 3）。逆に，

三者協議主義自体がそれぞれの階級的統一性を強

めるようにも作用した。 

 第 3 に，多層レヴェルの調整となった。全国レ

ヴェルの調整は中間媒介的な地域のレヴェルの調

整と重なり，また企業レヴェルの調整はより上位

レヴェルの調整へと上昇していった。だが，全国

と企業を結ぶ部門・セクターの三者協議はもっと

も弱い環であった（Ghellab and Vaughan-Whitehead，
2003）。  

 第 4 に，以上の結果，社会的構成員の流動・変

動化する諸利害をバランスさせる動態的な制度的

ハイブリッドとして三者協議主義が誕生・形成し

てきた。それは市場の効率的機能と政府介入の創

造性とを結合し，市場経済化のマイナスの側面を

中和化する側面では東欧に共通すると主張する。

だが，東欧内部における三者協議型調整のあり方

には各種の変種が存在する 4）。その変種は，①旧

体制でのコーポラティズムの伝統や国家社会主義

からの離脱の差異という遺産，②それぞれの主体

による戦略的コミットメントの相違が各国間の相

違を作り出した。逆に，ILO や EU が共通性を促

進している。なかでも EU 加盟準備の諸プロジェ

クト，各国の法律の調和化が三者協議主義の制度

化と発展を促している。 

 イアンコヴァのこの議論が東欧全体に及ぶこと

の有効性は，ILO の一連の調査結果（Casale,1999）
が証明している5）。同様に，西欧の労使関係研究

者であるプラッツー(Platzer，2005)は，西欧とは

異なる中東欧の産業労働関係の国民的システムに

注目して次のように指摘する。それはさまざまな

西欧モデル（アングロサクソン型，大陸ヨーロッ

パ型，南欧型，北欧型）ともかなり異なるが，中

東欧諸国では共通性が観察される。共通性とは，

国家の支配的役割，ミクロ企業の優勢さ，部門レ

ベルの交渉の未発達，集団的交渉の包括度の低さ，

全国レベルと地域レベルの三者協議制の存在であ

る。もちろん，国民的相違は存在するが，社会的

体制転換中東欧型として 1 つのカテゴリーに分類

できる。部門レベルの社会対話と集団合意では，

各国の濃淡がありながらも前進し，しかもアキ・

コミュノテールの導入は更に東西の調和を促進す

るが，完全な「ヨーロッパ化」は見込みがないと

結論づける。 

 それはなぜか。EUによる制度化と発展が遅れ，

一貫性がなかったためだが（堀林，2005)6），さら

に E・オハガによれば，EU による労使関係の協議

包括型（negotiated involvement）欧州社会モデルの

誘導は，東欧のパートナーシップを形式的で歪め

られた姿に変えている。それは，もとのモデルが

EUコア・先進諸国の労使関係のモデル化であり，

それ自身矛盾的性格（モデルの定義の不正確さと

曖昧さ，複雑さ及び強制・義務化を伴わないソフ

トなガヴァナンス形式）を持ち，移行過程で FDI
誘引促進型の労使関係が形成されつつあり，加盟

によってもそれを放棄することができず，さらに

強力な社会的パートナーの伝統が欠如していた，

からである（O’Haga,2002）。 

7 まとめ 

 以上，資本主義の多様性論と対照し，その問題

点を克服する方向でコンフィギュレーション理論

を概観し，それにより東欧経済の類型論的特徴を

析出してきた。検討から明らかになったことは 2 
点である。第1に，企業のミクロのレヴェルでは，

旧体制の組織的イノヴェーションの遺産と移行政

権のリベラルな労働（市場）政策，民営化とグロ

ーバル化の合成のなかでネオ・フォーディズム的

生産現場の出現が確認されている。第 2 に，マク

ロ・レヴェルでは，西欧のコーポラティズムと相

当異なり，既存の基本的利害関係を破壊すること

の合意と正当性のうえに政労資の独自な社会的パ

ートナーシップ＝三者協議型資本主義が誕生しつ

つある。その独自性とは，2 つの社会的団体（労

働組合の弱体化とビジネス全国組織の未成熟）の

脆弱性，国家による社会諸団体代替機能および市

場育成機能，市民的諸団体の参加，不確実性のも

とでの社会的和平の実現，バーゲン交渉よりもネ
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ゴシエーションによる達成，ネオリベラル的市場

重視，である。基本的調整が積み重なり融合し，

より複雑・複合的で進化した姿がそこにある。こ

の三者協議型資本主義は西欧・EU の協調組合主

義への移行期あるいは変種なのか。それとも，イ

アンコヴァの主張するように，独自のタイプの資

本主義なのか。反対にグローバル化とネオリベラ

ル市場主義の強化のなかで，EU 諸国経済が三者

協調主義により接近していくのか。更なる観察が

必要である。 

（立命館大学経済学部） 

 

注 

＊）大会報告・討論では，佐藤経明，岩田昌征会員

より貴重な教示をいただいたことを記して，お礼を申し

上げます。 

1）西欧のコーポラティズムについては，イアンコヴ

ァはレームブルッフ（Lehmbruch）の古典的分類定義を

基準にしている。それによると，古典的ネオコーポラテ

ィズムとは，①労使双方の頂上（peak）団体が存在する

かあるいはその中央集権化された組織が発展・強化され，

それらが代表権の独占を持っている，②これらの連合に

政府へのアクセスの特権を与えられ，行政組織と利害集

団組織の間の連携（リンク）が強化されている，③組織

された労働とビジネスの社会的パートナーシップは，政

府の政策との調整のなかで，両者の間の衝突を規制する

ことが目的とされている，の 3 点に要約できる。より一

般的には③を三者協議制と呼んでいる。 

2）これは，社会的行為者間の妥協の制度化としてこ

の形態をみる Peter Guy の社会制度主義にもとづいてい

る。 

3）イアンコヴァによれば，ポーランドは議会を通じ

て，非公式な協議がされ，ブルガリアは制度化されてい

るが，協議のチャンネルが非常に狭い。チェコは，紳士

協定的性格が強く，政権の性格に左右される（マンスフ

ェルドヴァー，2004）。全体の比較は Rychly and Pritzer 
(2003)を参照。 

4）イアンコヴァは，政治勢力として若者の組織，宗

教団体，社会運動，非政府組織の参加するこの市民的編

成を，オーストリアで66年までに続いたconsociationalism
に類似していると主張する。クリッソチョーウ

(Chryssochoou，2001)は進化する欧州統合のなかに

consociationalism を導出する。 

5）リックリら(Rychly and Pritzer, 2003)は中央レベ

ルの制度的相違を明瞭にしているが，社会的対話がまだ

初期の段階であるにもかかわらず東欧では構造化され

ており（Casale，1999），そしてそれによる労働の保護が，

EU 諸国と異なって作用し，東欧の雇用の改善にプラス

に作用していることが確認されている（ILO，2005） 

6）堀林は中欧の福祉レジームと社会政策に関連して

次のように指摘する。90年代初期の「欧州化」現象は，

EU の直接的影響ではなく，その諸国民の「欧州化志向」

価値観の所産であり，EU はむしろ世銀等の新自由主義

へ傾斜していた（「生産者主義的」アプローチ）。EU が

「社会的連帯」を重視するようになるのは90年代後半，

特に2000年以降である。それまでは EU よりも ILO の影

響力の方が大きかったとしている。 
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